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《論  説》
ライドシェアの道路運送法上の問題点


































































































































































































































































































































































録を行った 5 つの NPO 法人が、有償福祉運送として、身体障害者、要
介護認定者、要支援認定者等の輸送を行っている（30）。各 NPO 法人によ







































































































































































（17） 　2015年2月5日付日本経済新聞 Web 刊。








































（35） 　西條都夫「ウーバー vs タクシー、2101円対4940円」2016年5月31日付
日本経済新聞電子版
（36） 　国土交通省平成18年9月15日付通達「運営協議会に関する国土交通省と
しての考え方について」および「福祉有償運送の登録に関する処理方針に
ついて」http://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_tk3_000044.html
（37） 　大和市福祉有償運送運営協議会設置要綱6条。
（38） 　国土交通省自動車交通局旅客課「運営協議会における合意形成のあり方
検討会報告書」http://www.mlit.go.jp/common/000149304.pdf（2011年）
（39） 　上記同。
（40） 　国土交通省自動車局「ライドシェア等関係資料」平成29年7月。
